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表　紙

1 表　紙

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第 24 条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 20X1 年６月 28 日

【事業年度】 第 50 期（自　20X0 年４月１日　至　20X1 年３月 31 日）

【会社名】 財検電機株式会社

【英訳名】 Zaiken Electric Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　財  検  太  郎

【本店の所在の場所】 東京都千代田区東千代田五丁目３番 15 号

【電話番号】 03 － 0000 － 0000（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　大  蔵  金  守

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区東千代田五丁目３番 15 号

【電話番号】 03 － 0000 － 0000（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　大  蔵  金  守

【縦覧に供する場所】 財検電機株式会社大阪支店

（大阪府大阪市中央区北大手前七丁目２番 14 号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

２－１－１ ２－１－１

（提出日）
　【提出日】については、【株式等の状況】に記載されている提出日並びに「内
部統制報告書」及び「確認書」の提出日と一致していることを確認したか。

（事業年度）
　事業年度が正しく更新されていることを確認したか。

（変更事項）
　会社名、代表者及び事務連絡者氏名の変更、本店の所在の場所や電話番
号の変更、縦覧に供する場所の追加・削減等があった場合、提出日現在の
状況に適切に対応していることを確認したか。
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第一部　企業情報 第１　企業の概況

2 主要な経営指標等の推移

第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】
⑴ 連結経営指標等

回次 第 46 期 第 47 期 第 48 期 第 49 期 第 50 期
決算年月 20X7年3月 20X8年3月 20X9年3月 20X0年3月 20X1年3月

売上高 （百万円） 169,145 186,569 180,450 194,151 209,683
経常利益 （百万円） 6,394 6,764 5,158 4,362 4,395
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 3,478 4,035 2,870 3,233 2,079

包括利益 （百万円） 3,368 4,012 2,714 3,763 1,902
純資産額 （百万円） 57,465 60,281 61,190 63,719 64,009
総資産額 （百万円） 176,829 173,517 201,251 202,183 200,224
１株当たり純資産額 （円） 237.46 249.10 244.43 255.76 257.98
１株当たり当期純利益 （円） 14.37 16.67 11.85 13.30 8.53
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 （円） － 16.67 11.83 13.27 8.52

自己資本比率 （％） 32.1 34.2 29.6 30.8 31.4
自己資本利益率 （％） 6.6 7.0 4.7 5.3 3.3
株価収益率 （倍） 55.7 39.6 61.7 73.8 113.4
営業活動による
キャッシュ・フロー （百万円） 2,204 3,005 5,262 5,980 7,662

投資活動による
キャッシュ・フロー （百万円） △ 4,243 △ 3,804 △ 8,542 △ 15,033 △ 5,399

財務活動による
キャッシュ・フロー （百万円） △ 2,989 △ 3,737 13,612 8,660 △ 1,439

現金及び現金同等物
の期末残高 （百万円） 18,970 14,434 24,766 24,373 25,197

従業員数
〔外、平均臨時雇用人員〕 （名） 4,420

〔681〕
5,525
〔852〕

5,638
〔861〕

5,476
〔699〕

5,325
〔852〕

（注）�　第 46 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

⑵ 提出会社の経営指標等
回次 第 46 期 第 47 期 第 48 期 第 49 期 第 50 期

決算年月 20X7年3月 20X8年3月 20X9年3月 20X0年3月 20X1年3月
売上高 （百万円） 124,245 133,719 149,217 161,237 175,125
経常利益 （百万円） 5,016 4,985 4,607 3,270 3,761
当期純利益 （百万円） 2,472 2,693 2,733 2,461 1,690
資本金 （百万円） 16,389 16,389 16,676 16,950 17,037
発行済株式総数 （株） 241,995,614 241,995,614 242,815,614 243,598,471 243,848,471
純資産額 （百万円） 50,282 50,439 54,273 55,684 55,490
総資産額 （百万円） 137,916 163,517 181,685 177,003 174,598
１株当たり純資産額 （円） 207.78 208.33 222.49 228.37 227.44
１株当たり配当額
（１株当たり中間配当額） （円）

6.00 6.00 6.00 6.00 6.00
（3.00） （3.00） （3.00） （3.00） （3.00）

１株当たり当期純利益 （円） 10.22 11.13 11.29 10.12 6.93
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 （円） － 11.13 11.26 10.10 6.93

自己資本比率 （％） 36.5 30.8 29.8 31.4 31.8
自己資本利益率 （％） 5.3 5.3 5.3 4.5 3.0
株価収益率 （倍） 78.3 59.3 64.8 83.3 139.2
配当性向 （％） 58.7 53.9 53.1 59.3 86.6
従業員数
〔外、平均臨時雇用人員〕 （名）

4,298 4,329 4,638 4,213 4,013
〔595〕 〔578〕 〔692〕 〔692〕 〔780〕

株主総利回り
（比較指標：配当込みTOPIX）

（％）
（％）

123.5
（130.7）

118.5
（116.5）

143.5
（133.7）

188.5
（154.9）

183.5
（147.1）

最高株価 （円） 1,300 1,200 1,400 1,900 1,700
最低株価 （円） 1,000 900 1,100 1,200 1,400
（注）１�　第 46 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
２　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２－１－２ ２－１－２
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■チェックリスト■

（作成プロセスの文書化）
　本項目の作成プロセスは文書化されるとともに、元資料との照合や検算、
承認権限者による承認がチェックリスト等により漏れなく行われるよう制
度化され、かつ、適切に運用されているか。

（前期以前のデータ）
　前期以前のデータの転記の正確性の確認について、入力担当者以外の者
によるダブルチェックが行われているか。

（財務指標との整合性）
　連結、個別ともに各財務指標は最終の数値を転記しているか。転記元の
一覧表と最終の財務諸表との間の整合性を確認しているか。

（１株当たり指標）
　１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益等、１株当たり指標の算出
にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」及び同適用指
針に準拠しているか。

（財務指標の計算式）
　自己資本比率は期末自己資本、自己資本利益率は期首・期末の自己資本
の平均値を用いているか。また、自己資本については、純資産額合計から
株式引受権、新株予約権及び非支配株主持分を控除しているか。

（連結財務諸表作成初年度の場合）
　連結財務諸表作成初年度の場合、「第○期より作成しており、それ以前
については記載していない」旨の注記を行っているか。また、キャッシュ・
フロー等の数値については、単体では記載せず、連結経営指標に記載して
いるか。

（過年度遡及会計基準による遡及処理を行った場合）
　過年度の主要な経営指標等の数値に遡及処理等の内容を反映させた
数値を記載している場合には、その旨を注記しているか。

（株主総利回り）
　最近５年間の株主総利回りは以下、（a）及び（b）に掲げる値を合計したも
のを提出会社の５事業年度前の事業年度の末日における株価に基づき算出
しているか。

（a） 提出会社の最近５事業年度の各事業年度の末日における株価
（b�） 提出会社の当事業年度の４事業年度前の事業年度から（a）の各事業年
度の末日に係る事業年度までの１株当たり配当額の累計額

（株主総利回り）
　最近５事業年度の間に株式の併合又は株式の分割が行われた場合には、
当該株式の併合又は株式の分割による影響を考慮して株主総利回りを算出
しているか。

（比較指標）
　最近５年間の株主総利回りと比較することとなる提出会社が選択する
株価指数の総利回りは、日経平均株価、TOPIX、JPX インデックス 400、
TOPIX 業種別指標等を用いて算出しているか。

（最高・最低株価）
　最高・最低株価は、終値ではなく日々のいわゆるザラ場における高値・
安値で判定しているか。

２－１－２ ２－１－２
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■ひな型■

第一部　企業情報 第３　提出会社の状況

15 株式等の状況

第４【提出会社の状況】
１【株式等の状況】
⑴【株式の総数等】
　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 600,000,000
計 600,000,000

　②【発行済株式】

種類 事業年度末現在発行数（株）
（20X1 年 3 月 31 日）

提出日現在発行数（株）
（20X1 年 6 月 28 日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 243,848,471 243,898,471 東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100 株であります。

計 243,848,471 243,898,471 ― ―
（注）　�提出日現在の発行数には、20X1 年 6 月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

⑵【新株予約権等の状況】
　①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 20X7 年 6 月 20 日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　５
当社勤続 10 年以上の管理職 25

新株予約権の数（個）※ 350　［300］（注）１
新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　350,000　［300,000］　（注）２
新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 600（注）３
新株予約権の行使期間※ 20X9 年 12 月 1 日～ 20X2 年 11 月 30 日
新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格　　700
資本組入額   350

新株予約権の行使の条件※

新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時に
おいても、当社の取締役若しくは従業員の地位にある
ことを要する。ただし任期満了による退任、定年退職
等その他正当な理由のある場合はこの限りではない。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当てを受け
たものとの間で締結した「新株予約権付与契約」で定
めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項※ 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）４
※�　当事業年度の末日（20X1 年 3 月 31 日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の
前月末現在（20X1 年５月 31 日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を [　]
内に記載しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

２－１－ 15 ２－１－ 15

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000 株であります。
２�　新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整し、
調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

1
分割・併合の比率

既発行株式数＋ 新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数

　②【ライツプランの内容】
　　該当事項はありません。

３�　新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、
調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　調整後払込金額＝調整前払込金額×

　�　また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次
の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　調整後払込金額＝調整前払込金額×

４　組織再編成行為時の取扱い
�　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転
（以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時
点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの
場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予
約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って
再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、
株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
⑴　交付する再編成対象会社の新株予約権の数
　　�　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。
⑵　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類
　　　再編成対象会社の普通株式とする。
⑶　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数
　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、決定する。
⑷　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　　�　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、払込金額を組織再編成行為の条
件等を勘案の上調整して得られる再編成後払込金額に上記 (3) に従って決定される当該新株予約権の目
的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑸　新株予約権を行使することができる期間
　　�　新株予約権の行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予
約権の行使期間の満了日までとする。

⑹　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、決定する。
⑺　譲渡による新株予約権の取得の制限
　　�　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するも
のとする。

⑻　新株予約権の取得条項
　　　　　（注）５の新株予約権の取得条項に準じて決定する。

５　新株予約権の取得条項
�　下記に掲げる議案が株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社の取締役会決議がなさ
れた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。
⑴�　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること
についての定めを設ける定款の変更承認の議案
⑵�　新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ
と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての
定めを設ける定款の変更承認の議案
⑶　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
⑷　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
⑸　当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
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第一部　企業情報 第４　提出会社の状況

18 コーポレート・ガバナンスの状況等

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
⑴【コーポレート・ガバナンスの概要】
　①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、・・・・

　②　企業統治の概要とその体制を採用する理由
　　�　当社における、企業統治の体制は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・であります。
　　　上記体制を採用する理由としましては、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・であります。

　③　コーポレート・ガバナンス体制図

２－１－ 18 ２－１－ 18

監査部

CSR部

各企画部
経営企画部
総合企画部
営業企画部

会
計
監
査
人

監
　
査

取締役会
取締役

社外取締役

株主総会

常務会・経営会議

監査役会
監査役

社外監査役

ガバナンス委員会

各営業本部
営業本部・製造本部・経理部・人事総務部・システム管理部

主な機関の名称 目的・権限 メンバー

取締役会

当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上に向けて、
経営の監督を行うとともに、経営上の重要事項について意思決
定を行う。

各取締役。詳細は「役員の状況」
をご参照ください。
取締役会議長は、
代表取締役社長　財検太郎

監査役会

監査役および監査役会は、取締役会から完全に独立した立場で、
取締役の職務の執行の監査をはじめ法令等に定められた事項を
実施するとともに、その活動を通じて実効性のあるガバナンス
体制の構築に努める。
監査役および監査役会は、監査が適正に行われるよう、会計監
査人と連携するとともに、会計監査人の選任および評価は適切
な基準に基づいて行う。

各監査役。詳細は「役員の状況」
をご参照ください。
監査役会議長は、
常勤監査役　種子健一

　④　その他の企業統治に関する事項
　　イ　内部統制システムの整備の状況
　　　　当社の内部統制システムといたしましては、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・であります。

　　ロ　リスク管理体制の整備状況
　　　　当社のリスク管理体制は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・であります。

　　ハ　子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況
　　　　子会社の業務の適正を確保するために・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・であります。

　　ニ　責任限定契約の内容の概要
　　　�　当社は業務執行取締役等でない取締役及び監査役との間で、会社法第 427 条第 1項及び定款の規定に

基づき、同法第 423 条第 1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、同法第 425 条第 1項に定める最低責任限度額としております。

　　ホ　補償契約の内容の概要
　　　�　一部の取締役及び監査役は、当社と会社法第 430 条の２第１項に規定する補償契約を締結しており、

同項第１号の費用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することとしてお
ります。

　　へ　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　　　�　当社は会社法第 430 条の３第 1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被

保険者が負担することになる○○〇の損害を当該保険契約により塡補することとしております。

　⑤　株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項
　　・中間配当
　　�　当社は、・・・・・・・・・・・・・・・（理由）・・・・・・・・・・・・・・・、会社法第 454 条第
5 項の規定により、取締役会の決議によって毎年 9月 30 日を基準日として中間配当を行うことができる
旨を定款に定めております。

　⑥　財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　　�　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会
社法施行規則第 118 条３号に掲げる事項）は次のとおりです。

ガバナンス委員会

コーポレートガバナンスに関する事項について、取締役会の諮
問機関として、以下の中長期的に重要な課題を取締役会に答申
する。
・取締役会および監査役会の構成
・取締役会の運営に関する評価
・取締役および監査役の指名方針
・役員報酬制度のあり方
・社長を含む経営陣幹部の選解任に関わる基本方針

（委員長）社外取締役
五島浩美

代表取締役社長　財検太郎
代表取締役副社長　壱岐栄子

監査部
CSR部

内部監査については、当社グループにおける法令及び社内諸規
則の遵守状況のほか、業務プロセスの適正性と妥当性について
定期的に監査を実施する。また、財務報告の信頼性と適正性を
確保するための内部統制システムの構築及び運用状況について
監視及び監督を行うとともに、その有効性の評価については、
主管部門としての役割をもつ。監査室のほかに、コンプライア
ンス、保安防災及び環境保全について当社グループを横断的に
管理、統制する専任部署として、「CSR部」を設置している。なお、
それぞれの内部監査によって当社の経営に重要な影響を及ぼす
おそれのある事実が確認された場合には、監査役会及び取締役
会に適宜、報告する体制としている。

部長　執行役員　○○○○
・・・・・・・・
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（コーポレート・ガバナンスの状況に関する正確な状況把握）
　提出会社のコーポレート・ガバナンスの状況について、過年度の株主総
会議事録・取締役会議事録・監査役会議事録等を用いて、どのような状況
にあるのか正確に把握し記載に反映させているか。

（企業統治の体制の概要）
　設置する機関の名称、目的、権限及び構成員の氏名（当該機関の長に該
当する者については役職名の記載、提出会社の社外取締役又は社外監査役
の記載を含む。）を記載しているか。

（他の開示書類との整合性）
　会社法における事業報告の「業務の適正を確保するための体制」の記載
との整合性を図っているか。証券取引所に提出するコーポレート・ガバナ
ンス報告書の記載との整合性を図っているか。

２－１－ 18 ２－１－ 18

　　イ　基本方針の内容
　　�　当社取締役会は、上場会社として・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
　　ロ　基本方針実現のための取組み
　　ａ�　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する

特別な取組み
　　　　当社は、会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みとして、・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
　　ｂ�　会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み
　　　　…当社は、20 ○年○月○日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為への対応方針｣（以下
　　　… ｢本対応方針」といいます｡）の導入を決議いたしました。
　　　　本対応方針は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
　　ｃ　具体的取組みに対する当社取締役の判断及びその理由
　　�　ロａに記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の
実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させるための具体的方策であり、
当社の基本方針に沿うものです。

　　�　またロｂに記載した本対応方針も、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入さ
れたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織
として独立委員会を設置し、対抗措置の発動・不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問すること
となっていること、独立委員会は当社の費用で独立した第三者である専門家等を利用することができると
されていること、本対応方針の有効期間は○年であり、その継続については当社株主の承認を得ることと
なっていること等その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされている点において、企業価
値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ
りません。

■チェックリスト■

⑵【役員の状況】
　①　役員一覧

男性７名 　女性３名 （役員のうち女性の比率 30％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株）

代表取締役
社長 財  検  太  郎 19 ○年○月○日

1983年4月
1995年9月
1997年6月
2000年6月
20XX年6月

当社入社
資材部長
取締役就任
専務取締役就任
代表取締役社長就任（現）

（注）３ 349

代表取締役
副社長 壱  岐  栄  子 19 ○年○月○日

1985年4月
1996年4月
1999年6月
2004年6月
20XX年6月

当社入社
営業管理部長
取締役営業部長就任
常務取締役就任
代表取締役副社長就任（現）

（注）３ 28

専務取締役 対  馬  和  江 19 ○年○月○日

1987年4月
1996年4月
1999年6月
2008年6月
20XX年6月

当社入社
名古屋営業所長
大阪支店長
常務取締役就任
専務取締役就任（現）

（注）３ 16

常務取締役 財  検  次  郎 19 ○年○月○日

1993年3月
1993年4月
1999年4月
2008年6月
20XX年6月

○○○㈱○○○退職
当社入社
総務部長
取締役総務部長就任
常務取締役就任（現）

（注）３ 5

取締役
経理部長 大  蔵  金  守 19 ○年○月○日

1995年3月
1995年4月
2000年4月
2008年4月
20XX年6月

○○○㈱○○○退職
当社入社
システム管理部長
経理部長
取締役経理部長就任（現）

（注）３ 4

取締役 五  島  浩  美 19 ○年○月○日
1998年3月
1999年5月

弁護士登録
△△△法律事務所（現）取締役就
任（現）

（注）３ －

監査役
（常勤） 平  戸  和  彦 19 ○年○月○日

1900年8月
1990年9月
1995年4月
1996年6月
2003年6月
2003年6月

○○○会計士事務所退職
当社入社
主計部長
取締役就任
取締役退任
常勤監査役就任（現）

（注）４ 2

監査役
（常勤） 種  子  健  一 19 ○年○月○日

1995年3月
1995年4月
1997年6月
20X0年6月
20X0年6月

□□□㈱○○退職
当社入社
取締役就任
取締役退任
常勤監査役就任（現）

（注）４ 1

監査役 屋  久  達  也 19 ○年○月○日
1997年4月
2001年4月

弁護士登録
●●●法律事務所（現）監査役就
任（現）

（注）４ －

監査役 奄  美  武  雄 19 ○年○月○日
1990年4月
2001年4月

公認会計士登録
■■公認会計士事務所（現）監査役
就任（現）

（注）４ －

計 405
（注）１　取締役五島浩美は、社外取締役であります。

２　監査役屋久達也及び奄美武雄は、社外監査役であります。
３�　取締役の任期は、20X0 年３月期に係る定時株主総会終結の時から 20X2 年３月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。

４�　監査役の任期は、20X0 年３月期に係る定時株主総会終結の時から 20X4 年３月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。

５�　常務取締役  財検次郎は、取締役社長　財検太郎の弟であります。
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■チェックリスト■

56

　②　社外役員の状況
　　　当社の社外取締役は１名であります。また、社外監査役は２名であります。
　　イ　社外取締役及び社外監査役との利害関係
　　　　社外取締役及び社外監査役と当社との間に、特別な関係はなく、・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・であります。

　　ロ　社外取締役又は社外監査役の企業統治において果たす機能及び役割
　　　　社外取締役が当社の企業統治において果たす役割としましては、・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・であります。
　　　　また、社外監査役が当社の企業統治において果たす役割としましては、・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・であります。

　　ハ　社外取締役又は社外監査役の独立性に関する基準及び選任状況に関する考え方
　　　�　当社では、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準を次のとおり設けており

ます。当社の社外取締役及び社外監査役は、全員が東京証券取引所の定める「独立役員」の要件を満た
しております。

　　　　＜社外取締役の独立性に関する基準＞
　　　　社外取締役は・・・・・。
　　　　＜社外監査役の独立性に関する基準＞
　　　　社外監査役は・・・・・。
　　　�　当社は、社外取締役の選任状況について、・・・と判断しております。また、社外監査役の選任状況

について、・・・と判断しております。

　　ニ�　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並
びに内部統制部門との関係

　　　�　社外取締役は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・という視点で、
各監査と連携しております。

　　　�　また、社外監査役は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
という視点で、各監査と連携しております。

２－１－ 18 ２－１－ 18

（正確な人事データ）
　新任役員については特に入社年次や役職名等について過去にさかのぼっ
て記載しなければならないことから、本人同意を得て正確な人事データを
収集したか。

（社外役員）
　各社外取締役及び社外監査役につき、提出会社との人的関係、資本的関
係又は取引関係その他の利害関係について、具体的に、かつ、分かりやす
く記載したか。

（リファレンス）
　会社の代表者について、表紙や確認書と整合的であることを確認したか。
　会社法の事業報告における役員の状況や役員選任議案における略歴、決
議通知等と整合的な記載であることを確認したか。
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■ひな型■

第一部　企業情報 第 5　経理の状況 連結財務諸表等

20 連結貸借対照表

２－１－ 20 ２－１－ 20

１【連結財務諸表等】
　⑴【連結財務諸表】
　　①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）
前連結会計年度

（20X0 年３月 31 日）
当連結会計年度

（20X1 年３月 31 日）
資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 26,088 26,497
　　受取手形及び売掛金 60,066 ―
　　受取手形 ― 31,500
　　売掛金 ― 30,030
　　有価証券 2,100 1,050
　　商品及び製品 3,290 3,523
　　仕掛品 3,752 3,590
　　原材料及び貯蔵品 1,188 1,095
　　その他 1,089 611
　　貸倒引当金 △ 534 △ 546
　　流動資産合計 97,039 97,350
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物 39,341 40,061
　　　　減価償却累計額 △ 10,322 △ 12,536
　　　　建物及び構築物（純額） ※ 2　29,019 ※ 2　27,525
　　　機械装置及び運搬具 49,207 53,077
　　　　減価償却累計額 △ 28,203 △ 30,920
　　　　機械装置及び運搬具（純額） ※ 2　21,004 ※ 2　22,157
　　　土地 ※ 2　9,993 ※ 2　9,993
　　　リース資産 3,929 5,129
　　　　減価償却累計額 △ 1,453 △ 2,349
　　　　リース資産（純額） 2,476 2,780
　　　建設仮勘定 2,996 2,800
　　　その他 15,068 13,768
　　　減価償却累計額 △ 10,587 △ 9,836
　　　その他（純額） 4,481 3,932
　　有形固定資産合計 69,969 69,187
　無形固定資産
　　その他 206 124
　　無形固定資産合計 206 124
　投資その他の資産
　　投資有価証券 ※ 1　27,625 ※ 1　24,825
　　長期貸付金 839 815
　　長期前払費用 121 93
　　繰延税金資産 5,204 5,779
　　その他 1,221 2,292
　　貸倒引当金 △ 241 △ 241
　　投資その他の資産合計 34,769 33,563
　固定資産合計 104,944 102,874
繰延資産
　社債発行費 200 －
　繰延資産合計 200 －
資産合計 202,183 200,224

（単位：百万円）
前連結会計年度

（20X0 年３月 31 日）
当連結会計年度

（20X1 年３月 31 日）
負債の部
　流動負債
　　支払手形及び買掛金 51,831 47,106
　　短期借入金 21,100 21,200
　　１年内返済予定の長期借入金 ※ 2　2,174 ※ 2　2,000
　　１年内償還予定の社債 ※ 2　459 ※ 2　5,000
　　リース債務 1,453 1,053
　　未払法人税等 1,532 925
　　契約負債 ― 1,000
　　賞与引当金 3,016 2,892
　　役員賞与引当金 160 120
　　設備関係支払手形 1,303 1,042
　　その他 857 287
　　流動負債合計 83,885 82,625
　固定負債
　　社債 ※ 2　14,500 ※ 2　9,500
　　新株予約権付社債 158 158
　　長期借入金 ※ 2　25,568 �� ※ 2　27,468
　　長期未払金 479 1,310
　　リース債務 1,023 1,123
　　役員退職慰労引当金 730 777
　　退職給付に係る負債 11,153 12,266
　　資産除去債務 968 988
　固定負債合計 54,579 53,590
　負債合計 138,464 136,215
純資産の部
　株主資本
　　資本金 16,950 17,037
　　資本剰余金 17,366 17,453
　　利益剰余金 29,203 29,821
　　自己株式 △ 20 △ 21
　　株主資本合計 63,499 64,291
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 292 △ 347
　　退職給付に係る調整累計額 △ 1,495 △ 1,044
　　その他の包括利益累計額合計 △ 1,203 △ 1,391
　新株予約権 60 35
　非支配株主持分 1,363 1,074
　純資産合計 63,719 64,009
負債純資産合計 202,183 200,224
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■チェックリスト■

２－１－ 20 ２－１－ 20

（様式）
　記載の様式は連結財規様式第四号によっているか。

（連結貸借対照表の配列）
　連結貸借対照表は、当連結会計年度を右側、比較情報である前連結会計
年度を左側に記載しているか。

（比較情報）
　比較情報である前連結会計年度の欄に、前期の有価証券報告書のデータ
が正しく転記されていることを確認したか（遡及適用を行っている場合を
除く）。

（配列方法）
　資産と負債の記載順序は、流動性配列法（流動性の高い項目から並べて
記載する方法）になっているか。

（事業の種類ごとに資産、負債を区分している場合）
　資産及び負債に係る事業の種類が明確に判別できるようになっているか。

（特定の科目に関係ある注記）
　特定の科目に関係ある注記を記載する場合には、当該科目に記号を付記
する方法等によって、当該注記との関連を明らかにしているか。

（金額単位）
　単位は千円又は百万円で統一されているか。

（表示方法の変更）
　表示方法の変更を行った場合、比較情報である前連結会計年度の連結貸
借対照表について、新たな表示方法に従い組替修正表示を行っているか。

（流動資産－範囲）
　流動資産の各項目は連結財規 22 条（財規 15 条〜 16 条の２、財規ガイ
ドライン 15）に従っているか。

（流動資産－集約・区分表示、科目名）
　流動資産の各勘定の集約又は区分表示は適切か。また、科目名は原則と
して「EDINETタクソノミ」に拠っているか。

（固定資産－範囲）
　固定資産の各項目は連結財規 22 条（財規 22 条、27 条、31 条〜 31 条の４、
財規ガイドライン 22、27、31）に従っているか。

（固定資産－集約・区分表示、科目名）
　固定資産の各勘定の集約又は区分表示は適切か。また、科目名は原則と
して「EDINETタクソノミ」に拠っているか。

（固定資産（有形）－減価償却累計額、減損損失累計額の取扱い）
　減価償却累計額、減損損失累計額の表示方法は適切か。

（固定資産－引当金の表示）
　引当金の表示方法は適切か。

（固定資産（無形）－減価償却累計額、減損損失累計額の取扱い）
　減価償却累計額、減損損失累計額は直接控除してあるか。

（固定資産－繰延税金資産の表示）
　繰延税金資産の表示は繰延税金負債相殺後の金額になっているか（ただ
し、異なる納税主体に係る繰延税金資産・負債は相殺しない）。

（繰延資産－範囲）
　繰延資産の各項目は連結財規 22 条（財規 36 条、財規ガイドライン 36）
に従っているか。

（繰延資産－償却累計額の取扱い）
　償却累計額は直接控除してあるか。

（流動負債－範囲）
　流動負債の各項目は連結財規 36 条（財規 47 条〜 48 条の３、財規ガイ
ドライン 47）に従っているか。
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第一部　企業情報 第 5　経理の状況 連結財務諸表等

29 注記事項　連結損益計算書関係

２－１－ 29 ２－１－ 29

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客
との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係） 1. 顧客との契約から生じる収益
を分解した情報」に記載しております。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　20X9年４月１日
　至　20X0年３月31日）

当連結会計年度
（自　20X0年４月１日
　至　20X1年３月31日）

一般管理費 1,687百万円 1,855百万円
当期製造費用 17　〃　 20　〃　

計 1,704百万円 1,875百万円

※３　有形固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　20X9年４月１日
　至　20X0年３月31日）

当連結会計年度
（自　20X0年４月１日
　至　20X1年３月31日）

建物及び構築物 617百万円 ―　
機械装置及び運搬具 200　〃　 30百万円

計 817百万円 30百万円

※４　有形固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　20X9年４月１日
　至　20X0年３月31日）

当連結会計年度
（自　20X0年４月１日
　至　20X1年３月31日）

機械装置及び運搬具 175百万円 ―
その他 ( 工具、器具及び備品 ) ― 15百万円

計 175百万円 15百万円

※５　有形固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　20X9年４月１日
　至　20X0年３月31日）

当連結会計年度
（自　20X0年４月１日
　至　20X1年３月31日）

機械装置及び運搬具 30百万円 200百万円
その他 ( 工具、器具及び備品 ) 2　〃　 80　〃　

計 32百万円 280百万円

（作成プロセスの文書化）
　本注記の作成プロセスは文書化されるとともに、元資料との照合や検算、
承認権限者による承認がチェックリスト等により漏れなく行われるよう制
度化され、かつ、適切に運用されているか。

（比較情報）
　比較情報である前連結会計年度の欄に、前期の有価証券報告書のデータ
が正しく転記されていることを確認したか（遡及適用を行っている場合を
除く）。

（特定の科目に関係ある注記）
　特定の科目に関係ある注記を記載する場合には、当該科目に記号を付記
する方法等によって、当該注記との関連を明らかにしているか。

（工事損失引当金繰入額の注記）
　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額について、その金額を注
記しているか。

（棚卸資産の帳簿価額の切下げに関する記載）
　通常の販売の目的をもって所有する棚卸資産について、収益性の低下に
より帳簿価額を切り下げた場合で、売上原価の内訳項目として、その内容
を示す科目で区分掲記しないときは、その旨及び当該切下額を注記してい
るか（当該切下額に重要性が乏しい場合には、注記を省略することができ
る）。

（販売費及び一般管理費の表示方法）
　組替表等を用いて販売費及び一般管理費の合計額の 100 分の 10 を超え
る費用を抽出する仕組みを整備・運用しているか。

（研究開発費の注記）
　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開発費について、その
総額を注記しているか。
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第一部　企業情報 第 5　経理の状況 連結財務諸表等

39 注記事項　税効果会計関係 上　級
advanced

２－１－ 39 ２－１－ 39

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
（20X0 年３月 31 日）

当連結会計年度
（20X1 年３月 31 日）

繰延税金資産
　退職給付に係る負債 3,412百万円 3,753 百万円
　賞与引当金 931　〃　 884　〃　
　役員退職慰労引当金 223　〃　 238　〃　
　資産除去債務 296　〃　 302　〃　
　投資有価証券 －　〃　 214　〃　
　その他有価証券評価差額金 －　〃　 153　〃　
　未払事業税 220　〃　 200　〃　
　その他 390　〃　 410　〃　
繰延税金資産小計 5,472百万円 6,154百万円
評価性引当額（※） －　〃　 △ 214　〃　
繰延税金資産合計 5,472百万円 5,940百万円

繰延税金負債
　特別償却準備金 △ 135百万円 △ 103百万円
　その他有価証券評価差額金 △ 128　〃　 －　〃　
　その他 △ 5　〃　 △ 58　〃　
繰延税金負債合計 △ 268百万円 △ 161百万円
繰延税金資産純額 5,204百万円 5,779百万円

（※�）評価性引当額が 214 百万円増加しております。この増加の内容は、当社において投資有価証券の評価損に関する評価性
引当額を認識したことに伴うものであります。

２�．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度
（20X0 年３月 31 日）

当連結会計年度
（20X1 年３月 31 日）

法定実効税率 30.6 ％ 30.6 ％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.9 〃 3.1 〃
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 2.7 〃 △ 2.4 〃
住民税均等割 2.2 〃 1.7 〃
評価性引当額 －〃 6.2 〃
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.0 〃 －〃
その他 △ 0.9 〃 　△ 0.6 〃
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.1 ％ 38.6 ％

（作成プロセスの文書化）
　本注記の作成プロセスは文書化されるとともに、元資料との照合や検算、
承認権限者による承認がチェックリスト等により漏れなく行われるよう制
度化され、かつ、適切に運用されているか。

（比較情報）
　比較情報である前連結会計年度の欄に、前期の有価証券報告書のデータ
が正しく転記されていることを確認したか（遡及適用を行っている場合を
除く）。

（繰延税金資産、繰延税金負債の内訳）
　繰延税金資産、繰延税金負債の内訳については、入手あるいは作成後、
再検証したか。

（税務上の重要な繰越欠損金）
　税務上の重要な繰越欠損金については、期限別に集計し、回収可能性の
判断について適切に検討しているか。

（タックス・プルーフ）
　注記作成者以外の者によるタックス・プルーフ（法定実効税率と税効果
会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因分析）が行われている
か。

（増減分析）
　注記作成者以外の者により、前連結会計年度の注記の内容との比較・増
減結果の分析・連単比較が行われ、開示責任者に報告（または承認）され
ているか。

（期中に法人税等の税率の変更があった場合）
　法人税等の税率の変更により、繰延税金資産、繰延税金負債の金額を修
正している場合は、その旨及び修正額を注記しているか。

（期末日後に法人税等の税率の変更があった場合）
　その内容及び影響を注記しているか。
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第一部　企業情報 第 5　経理の状況 連結財務諸表等

41 注記事項　収益認識関係

（収益認識関係）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　当連結会計年度（自　20X0 年４月１日　至　20X1 年３月 31 日）

（単位：百万円）
 報告セグメント その他

（注） 合計
制御装置関連 電源機器関連 計

制御用回転機 77,422 ― 77,422 ― 77,422
制御装置 52,581 ― 52,581 ― 52,581
通信設備用の電源 ― 21,498 21,498 ― 21,498
通信用静止型電源装置 ― 18,123 18,123 ― 18,123
汎用無停電電源装置 ― 14,749 14,749 ― 14,749
その他電源装置 ― 6,438 6,438 ― 6,438
その他 ― ― ― 18,772 18,772
顧客との契約から生じる収益 130,003 60,808 190,811 18,772 209,583
その他の収益 ― ― ― 100 100
外部顧客への売上高 130,003 60,808 190,811 18,872 209,683

（注�）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、冷却機器事業及び環境事業を含ん
でおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　①　制御装置関連
　　�　当社及び連結子会社では、制御装置関連事業において、主として日本及び北米の顧客に対して、サーボ
モータ、ステッピングモータ、サーボモータ駆動装置等を販売しております。

　　�　製品モデルYの販売については他の当事者が関与しております。製品モデルYの製造、出荷・配送の
一連の作業は他の当事者により行われており、当社及び連結子会社は、在庫リスク及び価格設定の裁量権
を有しておりません。当該他の当事者により商品が提供されるように手配することが当社及び連結子会社
の履行義務であり、したがって、代理人として取引を行っていると判断しております。

　　�　制御装置関連の販売契約については、契約締結後の交渉等による値引きがあり、また、納期や取引数量
を条件としたリベートを付して販売していることから、変動対価が含まれております。

　　�　変動対価の見積りは、類似した同種の契約が多数あることから、変動対価の見積額を確率で加重平均し
た金額（期待値）による方法を用いて算定しております。なお、変動対価の額は、当該変動対価の額に関
する不確実性が事後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しな
い可能性が高い部分に限り、取引価格に含めております。

　　�　キャッシュバック等の顧客へ支払われる対価がありますが、顧客から受領する別個の財又はサービスと
交換に支払われるものである場合を除き、取引価格から減額しております。

　　�　履行義務の充足時点については、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点としておりますが、
これは、当該時点が製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客
に移転し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。

　　�　制御装置関連事業に関する取引の対価は、商品及び製品の引渡し後、概ね１か月以内に受領（契約に基
づき前受金を受領する場合がある。）しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重大な金融要
素の調整は行っておりません。

　②　電源機器関連
　　�　当社及び連結子会社では、電源機器関連事業において、主として日本及び北米の顧客に対して、通信用
電源設備、通信用静止型電源装置、交流無停止電源装置等を販売しています。電源機器関連の販売契約に
ついては、契約締結後の交渉等による値引きがあり、また、取引数量を条件としたリベートを付して販売
していることから、変動対価が含まれております。

　　�　変動対価の見積額は、類似した同種の契約が多数あることから、変動対価の見積額を確率で加重平均し
た金額（期待値）による方法を用いて算定しております。なお、変動対価の額は、当該変動対価の額に関
する不確実性が事後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しな
い可能性が高い部分に限り、取引価格に含めております。

　　�　履行義務の充足時点については、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点としておりますが、
これは、当該時点が製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客
に移転し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。

　　�　電源機器関連事業に関する取引の対価は、商品及び製品の引渡し後、概ね１か月以内に受領しており、
当該顧客との契約に基づく債権について、重大な金融要素の調整は行っておりません。

　③　その他
　　�　連結子会社では、冷却機器事業及び環境機器事業において、主として日本の顧客に対して、冷却機器（冷
却用ファンモータ、冷却用ファンモータ周辺装置）・環境機器（リサイクルモータ、メタンガスディーゼ
ル発電機）の製造販売をしております。冷却機器事業及び環境機器事業の販売契約については、取引数量
を条件としたリベートを付して販売していることから、変動対価が含まれております。

　　�　変動対価の見積額は、変動パターンが少なく発生可能性が偏っているため、過去の実績に基づく最頻値
法による方法を用いて算定しております。

　　�　履行義務の充足時点については、顧客の指定する場所に製品の据付を完了した時点としておりますが、
これは、当該時点が製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客
に移転し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。

　　�　履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に
基づく債権について、重大な金融要素の調整は行っておりません。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
　�　計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

　⑴　契約負債の残高等
（単位：百万円）　　　　　　　　　　　　　　

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 60,000
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 61,500
契約負債（期首残高） 500
契約負債（期末残高） 1,000

　　�　契約負債は、主に、制御装置関連事業に引き渡し時に収益を認識する北米の大口顧客とのサーボモータ
駆動装置の販売契約について、支払条件に基づき顧客から受け取った１か月分の前受金に関するものであ
ります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　　�　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、500 百万円
であります。また、当連結会計年度において、契約負債が 500 百万円増加した主な理由は、新規大口顧客
からの受注による前受の増加であり、これにより 400 百万円増加しております。

　　�　過去の期間に充足 ( 又は部分的に充足 ) した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（例えば、
取引価格の変動）の額に重要性はありません。

　⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　　�　当社及び連結子会社における契約は、当初に予想される契約期間が１年以内であるため、残存履行義務
に配分した取引価格の注記を省略しております。

２－１－ 41 ２－１－ 41
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42 注記事項　セグメント情報等

２－１－ 42 ２－１－ 42

上　級
advanced

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要
　�　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、
経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、取締役会が定期的に検討を行う対象となっているもので
あります。
　�　当社グループは、制御装置関連、電源機器関連の製造販売を行っております。従って、当社グループは、「制
御装置関連事業」及び「電源機器関連事業」を報告セグメントとしております。
　�　「制御装置関連事業」は、制御用回転機 ( ステッピングモータ、交流サーボモータ、直流サーボモータ、
マグネットモータ、位置検出器、ムービングコイルモータ、シンクロレゾルバー )・制御装置 ( ステッピン
グモータ駆動装置、直流サーボモータ駆動装置、テープリーダ、テープハンドラ、静止レオナード、各種制
御装置 ) により構成されています。
　�　「電源機器関連事業」は、通信設備用の電源 ( 移動体通信網の小規模基地用 )・交流無停止電源装置・大型
無停電電源装置 (情報通信ネットワーク用 )・通信用静止型電源装置・汎用無停電電源装置 (コンピュータ用 )・
モータ制御用インバータ・スイッチング電源・直流電源装置・交流電源装置・ガソリン及びディーゼル機関
発電装置・汎用小型UPS・各種電源装置等により構成されています。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
　�　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」
における記載と概ね同一であります。
　　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
　　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
　前連結会計年度（自　20X9 年４月１日　至　20X0 年３月 31 日）

（単位：百万円）
報告セグメント

その他
（注） 合計制御装置

関連事業
電源機器
関連事業 計

売上高
　外部顧客への売上高 116,133 53,745 169,878 24,273 194,151
　セグメント間の内部売上高
　又は振替高 ― ― ― 496 496

計 116,133 53,745 169,878 24,769 194,647
セグメント利益
又は損失（△） 2,684 2,955 5,639 △ 102 5,537
セグメント資産 79,243 38,422 117,665 18,586 136,251
その他の項目
　減価償却費 4,938 4,206 9,144 1,214 10,358
　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額 8,770 4,273 13,043 2,023 15,066

（注�）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、冷却機器事業及び保守サービス事
業を含んでおります。

　当連結会計年度（自　20X0 年４月１日　至　20X1 年３月 31 日）
（単位：百万円）

報告セグメント
その他（注） 合計制御装置

関連事業
電源機器
関連事業 計

売上高
　外部顧客への売上高 130,003 60,808 190,811 18,872 209,683
　�セグメント間の内部売上
高又は振替高 ― ― ― 302 302

計 130,003 60,808 190,811 19,174 209,985
セグメント利益
又は損失（△） 2,990 2,311 5,301 △ 86 5,215

セグメント資産 78,124 37,715 115,839 18,440 134,279
その他の項目
　減価償却費 3,875 2,974 6,849 769 7,618
　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額 4,470 3,273 7,743 801 8,544

（注�）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、冷却機器事業及び保守サービス事
業を含んでおります。

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）
（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度
報告セグメント計 169,878 190,811
「その他」の区分の売上高 24,769 19,174
セグメント間取引消去 △ 496 △ 302
連結財務諸表の売上高 194,151 209,683

（単位：百万円）
利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 5,639 5,301
「その他」の区分の損失 △ 102 △ 86
セグメント間取引消去 △ 91 △ 76
全社費用（注） △ 642 △ 576
連結財務諸表の営業利益 4,804 4,563

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：百万円）
資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 117,665 115,839
「その他」の区分の資産 18,586 18,440
全社資産（注） 65,932 65,945
連結財務諸表の資産合計 202,183 200,224

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社での長期投資資産及び本社建物等であります。
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43 注記事項　関連当事者情報

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引
　⑴　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引
　　　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　前連結会計年度（自　20X9 年４月１日　至　20X0 年３月 31 日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事
者との
関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

関連会社
（当該関
連会社の
子会社を
含む）

EFGH㈱ 東京都
新宿区 1,091

電源機器
部品の
製造販売

（所有）
直接35％

当社
グループ
製品の
外注加工
債務保証

電源機器
部品の
外注加工

5,500 買掛金 480

債務保証 30 － －

（注） １　記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　外注加工は独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
　　債務保証は金融機関からの借入金に対して保証したものであります。なお、保証料の受取は行っておりません。

　当連結会計年度（自　20X0 年４月１日　至　20X1 年３月 31 日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（百万円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事
者との
関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

関連会社
（当該関
連会社の
子会社を
含む）

EFGH㈱ 東京都
新宿区 1,091

電源機器
部品の
製造販売

（所有）
直接35％

当社
グループ
製品の
外注加工

電源機器
部品の
外注加工

4,700 買掛金 350

債務保証 30 － －

（注） １　記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　外注加工は独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
　�　債務保証は金融機関からの借入金に対して保証したものであります。なお、保証料の受取は行っておりません。

　⑵　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引
　　　該当事項はありません。
 
２．親会社又は重要な関連会社に関する事項
　　該当事項はありません。

２－１－ 43 ２－１－ 43

（作成プロセスの文書化）
　本注記の作成プロセスは文書化されるとともに、元資料との照合や検算、
承認権限者による承認がチェックリスト等により漏れなく行われるよう制
度化され、かつ、適切に運用されているか。

（様式）
　記載の様式は財規様式第一号によっているか。

（比較情報）
　比較情報である前連結会計年度の欄に、前期の有価証券報告書のデータ
が正しく転記されていることを確認したか。

（関連当事者リスト）
　関連当事者リストは、定期的に更新の必要性の有無を検討しているか。

（網羅性の確保と重要性判断）
　関連当事者との取引や残高を網羅的に把握できるための仕組みを、適切
に整備・運用しているか。また、網羅的に収集した情報を重要性判断基準
を用いてスクリーニングにかけるプロセスは文書化され、適切な承認を経
ているか。

（増減分析）
　注記作成者以外の者により、前連結会計年度の注記の内容との比較・増
減結果の分析が行われ、開示責任者に報告（または承認）されているか。
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46 連結附属明細表　社債明細表

２－１－ 46 ２－１－ 46

⑤【連結附属明細表】
【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日 当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％） 担保 償還期限

財検電機㈱ 第５回物上担保付
普通社債

20X0年
９月１日

459
（459） ― 2.5 担保付社債 20X0年

８月31日

財検電機㈱ 第６回物上担保付
普通社債

20X1年
11月１日 5,000 5,000

（5,000） 1.5 担保付社債 20X1年
10月31日

財検電機㈱ 第７回物上担保付
普通社債

20X2年
11月１日 5,000 5,000 1.5 担保付社債 20X2年

10月31日

財検電機㈱ 第８回物上担保付
普通社債

20X5年
９月１日 4,500 4,500 1.5 担保付社債 20X5年

８月31日

財検電機㈱
第２回無担保
転換社債型新株
予約権付社債

20X8年
４月１日 158 158 0.5 無担保社債 20X6年

３月31日

合計 ― ― 15,117
（459）

14,658
（5,000） ― ― ―

（注）１　「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。
２　転換社債型新株予約権付社債の内容

発行すべき
株式の内容

株式の
発行価格
（円）

発行価額の
総額

（百万円）

新株予約権の行使に
より発行した株式の
発行価額の総額
（百万円）

新株予約権の
付与割合（％）

新株予約権の
行使期間

代用払込に
関する事項

財検電機㈱
普通株式 700 300 142 100

自　20X8年
　　12月１日
至　20X6年
　　３月１日

（注）

（注�）新株予約権の行使に際して出資される財産の内容は、当該新株予約権に係る本社債を出資するものと
する。

銘柄 転換の条件 転換により発行すべき
株式の内容 転換を請求できる期間

第２回無担保
転換社債型
新株予約権付社債

転換社債 700 円につき財
検電機㈱株式１株の割合
をもって転換

財検電機㈱普通株式 自　20X8年12月１日
至　20X6年３月１日

３　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

5,000 5,000 ― ― 4,658

（作成プロセスの文書化）
　社債明細表の作成プロセスは文書化されるとともに、元資料との照合や
検算、承認権限者による承認がチェックリスト等により漏れなく行われる
よう制度化され、かつ、適切に運用されているか。

（様式）
　記載の様式は連結財規様式第九号によっているか。

（前期末残高の転記）
　社債の当期首残高の金額は、前期の有価証券報告書の「当期末残高」と
一致していることを確認したか。

（検算とリファレンス）
　縦方向の検算を実施するとともに、「当期末残高」については連結貸借
対照表上の社債の残高との照合を実施したか。

（増減分析）
　社債明細表の作成者以外の者により、前連結会計年度の記載の内容との
比較・増減結果の分析が行われ、開示責任者に報告（または承認）されて
いるか。Sa
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第一部　企業情報 第 5　経理の状況 財務諸表等

57 附属明細表　有形固定資産等明細表

２－１－ 57 ２－１－ 57

　　④【附属明細表】

　　【有形固定資産等明細表】

資産の種類 当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産
　建物 33,798 520 － 34,318 10,331 2,326 23,987
　構築物 2,362 － － 2,362 1,265 119 1,097
　機械及び装置 46,018 5,320 1,500 49,838 29,861 4,112 19,977
　車両運搬具 189 150 100 239 48 34 191
　工具、器具及び備品 13,448 1,650 2,950 12,148 8,502 1,620 3,646
　土地 8,754 － － 8,754 － － 8,754
　リース資産 3,410 1,200 － 4,610 1,851 792 2,759
　建設仮勘定 2,996 2,200 2,396 2,800 － － 2,800
　　有形固定資産計 110,975 11,040 6,946 115,069 51,858 9,003 63,211
無形固定資産
　ソフトウエア － － － 412 288 82 124
　　無形固定資産計 － － － 412 288 82 124
長期前払費用 225 67 － 292 205 40 87
繰延資産
　社債発行費 600 － 600 － － 200 －
　　繰延資産計 600 － 600 － － 200 －

（注）１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。
機械及び装置 赤羽工場 ○○製造設備 4,802 百万円

船橋工場 ○○製造設備 300　〃　
工具、器具及び備品 赤羽工場 ○○製造設備 966　〃　

船橋工場 ○○製造関係 123　〃　
リース資産 船橋工場 ○○製造設備 920　〃　

本社 ホストコンピュータ 280　〃　
建設仮勘定 船橋工場 ○○製造設備 2,200　〃　

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。
機械及び装置 船橋工場 ○○製造設備 788 百万円

大阪工場第二工場 ○○製造設備 384　〃　
工具、器具及び備品 船橋工場 ○○製造設備 1,321　〃　

赤羽工場 ○○製造設備 1,045　〃　

３�　無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」
の記載を省略しております。

（作成プロセスの文書化）
　有形固定資産等明細表の作成プロセスは文書化されるとともに、元資料
との照合や検算、承認権限者による承認がチェックリスト等により漏れな
く行われるよう制度化され、かつ、適切に運用されているか。

（様式）
　記載の様式は財規様式第十一号によっているか。

（前期末残高の転記）
　有形固定資産等の「当期首残高」の金額は、前期の有価証券報告書の「当
期末残高」と一致していることを確認したか（遡及適用を行っている場合
を除く）。

（検算とリファレンス）
　縦方向及び横方向の検算並びに「当期末残高」についての貸借対照表上
の金額との照合を実施したか。

（欄外の注記）
　合併、事業の譲渡、贈与、災害による廃棄、滅失等の特殊な事由で増加
もしくは減少があった場合や同一の種類のものについて資産の総額の１％
を超える額の増加もしくは減少があった場合（建設仮勘定の減少のうち各
資産科目への振替によるものは除く）は、その事由を欄外に記載している
か。

（リファレンス）
　固定資産の増減に関する臨時報告書や適時開示との整合性を確認した
か。

（増減分析）
　有形固定資産等明細表の作成者以外の者により、前事業年度の記載の内
容との比較・増減結果の分析が行われ、開示責任者に報告（または承認）
されているか。
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第一部　企業情報 第 4　経理の状況 四半期連結財務諸表

7 四半期連結貸借対照表

２－２－７ ２－２－７

１【四半期連結財務諸表】
⑴【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）
前連結会計年度

（20X0 年３月 31 日）
当第２四半期連結会計期間
（20X0 年９月 30 日）

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 26,088 25,699
　　受取手形及び売掛金 60,066 ※ 2　61,322
　　有価証券 2,100 1,500
　　商品及び製品 3,290 3,588
　　仕掛品 3,752 3,523
　　原材料及び貯蔵品 1,188 1,264
　　その他 1,089 453
　　貸倒引当金 △ 534 △ 545
　　流動資産合計 97,039 96,804
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物（純額） 29,019 28,283
　　　機械装置及び運搬具（純額） 21,004 　24,063
　　　その他 19,946 　19,398
　　　有形固定資産合計 69,969 71,744
　　無形固定資産
　　　その他 206 165
　　　無形固定資産合計 206 165
　　投資その他の資産
　　　その他 35,010 34,041
　　　貸倒引当金 △ 241 △ 241
　　　投資その他の資産合計 34,769 33,800
　　固定資産合計 104,944 105,709
　繰延資産 200 100
資産合計 202,183 202,613

（単位：百万円）
前連結会計年度

（20X0 年３月 31 日）
当第２四半期連結会計期間
（20X0 年９月 30 日）

負債の部
　流動負債
　　支払手形及び買掛金 51,831 ※ 2　50,233
　　短期借入金 21,100 20,900
　　１年内返済予定の長期借入金 2,174 2,174
　　１年内償還予定の社債 459 ―
　　未払法人税等 1,532 966
　　賞与引当金 3,016 2,588
　　役員賞与引当金 160 60
　　設備関係支払手形 1,303 1,402
　　その他 2,310 2,805
　　流動負債合計 83,885 81,128
　固定負債
　　社債 14,500 14,500
　　新株予約権付社債 158 158
　　長期借入金 25,568 26,968
　　役員退職慰労引当金 730 733
　　退職給付に係る負債 11,153 11,563
　　資産除去債務 968 978
　　その他 1,502 2,993
　　固定負債合計 54,579 57,893
　負債合計 138,464 139,021
純資産の部
　株主資本
　　資本金 16,950 17,002
　　資本剰余金 17,366 17,418
　　利益剰余金 29,203 29,121
　　自己株式 △ 20 △ 21
　　株主資本合計 63,499 63,521
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 292 △ 119
　　退職給付に係る調整累計額 △ 1,495 △ 818
　　その他の包括利益累計額合計 △ 1,203 △ 937
　新株予約権 60 45
　非支配株主持分 1,363 963
　純資産合計 63,719 63,592
負債純資産合計 202,183 202,613
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サマリー情報

1 サマリー情報

３－１－１ ３－１－１

 

 

2200XX11年年３３月月期期  決決算算短短信信〔〔日日本本基基準準〕〕（（連連結結）） 
20X1年５月９日 

  
上 場 会 社 名 財検電機株式会社 上場取引所 東 

コ ー ド 番 号 **** ＵＲＬ http://www.zaiken-e.co.jp 

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 財検 太郎 

問合せ先責任者 (役職名) 取締役経理部長 (氏名) 大蔵 金守 (TEL)**(****)**** 

定時株主総会開催予定日 20X1年６月 27日 配当支払開始予定日 20X1年６月 28日 

有価証券報告書提出予定日 20X1年６月 28日   

決算補足説明資料作成の有無 ：有 

決算説明会開催の有無 ：有（個人投資家向け） 
（百万円未満切捨て） 

１．20X1年３月期の連結業績（20X0年４月１日～20X1年３月 31日） 
（１）連結経営成績                                                          （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

20X1年３月期 209,683 8.0 4,563 △5.0 4,395 0.8 2,079 △35.7 

20X0年３月期 194,151 7.6 4,804 △8.2 4,362 △15.4 3,233 12.6 

（注） 包括利益   20X1年 ３月期 1,902百万円（△49.5％）  20X0年 ３月期 3,763百万円（9.9％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 

20X1年３月期 8.53 8.52 3.3 2.2 2.2 

20X0年３月期 13.30 13.27 5.3 2.2 2.5 

(参考) 持分法投資損益    20X1年３月期 270百万円    20X0年３月期 154百万円 
 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

20X1年３月期 200,224 64,009 31.4 257.98 

20X0年３月期 202,183 63,719 30.8 255.76 

(参考)自己資本    20X1年３月期 62,900百万円    20X0年３月期 62,296百万円 
 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

20X1年３月期 7,662 △5,399 △1,439 25,197 

20X0年３月期 5,980 △15,033 8,660 24,373 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％ 
20X0年３月期 － 3.00 － 3.00 6.00 1,460 45.1 2.4 

20X1年３月期 － 3.00 － 3.00 6.00 1,461 70.3 2.3 

20X2年３月期（予想） － 3.00 － 3.00 6.00  85.5  
 
３．20X2年３月期の連結業績予想（20X1年４月１日～20X2年３月 31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属す

る当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

第２四半期(累計) 114,257 7.0 2,672 5.7 2,364 △4.3 1,226 4.0 5.03 

通  期 215,973 3.0 4,791 5.0 4,095 △6.8 1,711 △17.7 7.02 

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無 
 新規   ―社 (社名)  、除外  ― 社 (社名)  
 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 
② ①以外の会計方針の変更 ：無 
③ 会計上の見積りの変更 ：無 
④ 修正再表示 ：無 

 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 20X1年３月期 243,848,471株 20X0年３月期 243,598,471株 

② 期末自己株式数 20X1年３月期 31,120株 20X0年３月期 28,620株 

③ 期中平均株式数 20X1年３月期 243,701,684株 20X0年３月期 243,138,243株 

 

 

（参考）個別業績の概要 
 

１．20X1年３月期の個別業績（20X0年４月１日～20X1年３月 31日） 

（１）個別経営成績                                                          （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

20X1年３月期 175,125 8.6 4,079 15.8 3,761 15.0 1,690 △31.3 

20X0年３月期 161,237 8.1 3,523 △18.9 3,270 △29.0 2,461 △10.0 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  

 円   銭 円   銭   

20X1年３月期 6.93 6.93   

20X0年３月期 10.12 10.10   
 
（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

20X1年３月期 174,598 55,490 31.8 227.44 

20X0年３月期 177,003 55,684 31.4 228.37 

（参考）自己資本       20X1年３月期 55,455百万円  20X0年３月期 55,624百万円 

 
２．20X2年３月期の個別業績予想（20X1年４月１日～20X2年３月 31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

第２四半期(累計) 91,400 4.7 1,891 4.3 970 3.2 3.98 

通  期 183,880 5.0 3,546 △5.7 1,407 △16.7 5.77 

 

  

※ 決算短信は監査の対象外です 
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1 株式会社の現況に関する事項

４－２－１ ４－２－１

（添付書類）
第 ５０期 事 業 報 告

［　　　　　　　　　　　］
１．企業集団の現況に関する事項
　⑴　事業の経過及びその成果
　　　当連結会計年度におけるわが国の経済は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・状況であります。
　　�　このような厳しい経営環境にあったものの、当社グループはいち早くＩＴ関連分野の強化を推し進め、
消費者のニーズを的確にとらえた新製品を早期に完成させ、販売経路の見直し・販売力の強化に取り組む
など、経営全般にわたり積極的な諸政策を講じてきた結果、売上高は、209,683 百万円と前年同期と比べ
15,532 百万円（8.0％）の増収となりました。

　　�　利益面につきましては、経営のスリム化を図るとともに、諸経費の節減を行いましたが、企業間にお
ける値引き競争の激化等により、営業利益は、4,563 百万円と前年同期と比べ 241 百万円（5.0％）の減益、
経常利益は、営業外損益の改善により 4,395 百万円と前年同期と比べ 33 百万円（0.8％）の増益となった
ものの、投資有価証券評価損の影響などにより、親会社株主に帰属する当期純利益は 2,079 百万円と前年
同期と比べ 1,154 百万円（35.7％）の減益となりました。

　　　セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。
　　①　制御装置関連事業
　　　�　近年のデータ通信利用者の増加によるモバイルパソコンの購入者の増加に伴い、新製品の高速ＣＤ・

ＤＶＤロム用ピック送りモータの売上が好調であり、主力製品であるサーボモータ、ステッピングモー
タの売上も堅調に推移していった結果、売上高は 130,003 百万円と前年同期と比べ 13,870 百万円（11.9％）
の増収となりました。またコスト面においても諸経費の削減やコストの見直し等により原価を圧縮した
ことにより、セグメント利益（営業利益）は 2,990 百万円と前年同期と比べ 306 百万円（11.4％）の増
益となりました。

　　②　電源機器関連事業
　　　�　近年のモバイル端末の加入者の増大に伴い、通信設備用電源の受注が急激に増加していった結果、売

上高は 60,808 百万円と前年同期と比べ 7,063 百万円（13.1％）の増収となりましたが、コスト面におい
ては新製品開発のための研究費の増加や一部の不採算製品が生産中止等により、セグメント利益（営業
利益）は 2,311 百万円と前年同期と比べ 644 百万円（21.8％）の減益となりました。

　　③　その他
　　　�　当社や関連会社が製造販売している製品の一つである冷却用ファンモータの売れ行きが低調であっ

たため、売上高は 19,174 百万円と前年同期と比べ 5,595 百万円（22.6％）の減収となりました。また、
コスト面においては○○○○○○により、セグメント損失（営業損失）は 86 百万円と前年同期と比べ
16 百万円改善されました。

　⑵　設備投資の状況
　　�　当連結会計年度の設備投資については、生産設備の増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした
設備投資を継続的に実施しております。

　　�　当連結会計年度の設備投資の総額は 8,844 百万円であり、セグメントの設備投資について示すと、次の
とおりであります。

　　①　制御装置関連事業
　　　�　当連結会計年度の主な設備投資は、高速ＣＤ・ＤＶＤロム用ピック送りモータの増産体制に入るため、

赤羽工場における製造設備の合理化と更新を中心とする総額 4,470 百万円の投資を実施しました。
　　　　なお、重要な設備の除却または売却はありません。
　　②　電源機器関連事業
　　　�　当連結会計年度の主な設備投資は、○○部門における移動体通信網の小規模基地用電源の製造設備及

20X0年４月１日から
20X1年３月31日まで

び部品管理システムの設備等を中心とする総額 3,273 百万円の投資を実施しました。
　　　　なお、重要な設備の除却または売却はありません。
　　③　その他
　　　�　当連結会計年度の主な設備投資は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○を中心とする総額 801 百万円の投資を実施しました。
　　　　なお、重要な設備の除却または売却はありません。
　　④　全社共通
　　　�　当連結会計年度の主な設備投資は、提出会社において、本社ビルの改修及び管理システムの増設等を

中心とする総額 300 百万円の投資を実施しました。
　　　　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　⑶　資金調達の状況
　　　該当事項はありません。

　⑷　事業譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　　　該当事項はありません。

　⑸　他の会社の事業の譲受けの状況
　　　該当事項はありません。

　⑹　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　　　　該当事項はありません。

　⑺　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　　　該当事項はありません。

　⑻　対処すべき課題
　　�　現在のわが国の経済は、リストラクチャリング等の進展により企業業績は回復しつつあるものの、依然
として先行きに不透明感があり本格的な景気回復とは言い難い状況が続いております。そこで、今後当社
グループと致しましても更なる事業の再構築等を推進していく必要性があり、特に下記の３点を重要課題
として取り組んでおります。

　　①　コスト削減
　　　�　当社グループは、ここ数年間、競合他社との激しい製品の値引き競争を展開しており、今後もより一

層それに拍車がかかることは確実視されております。それに対応すべく当社グループとしては、当年度
からコスト削減を徹底することに致しており、具体的には部品加工等の内製化、部材購入費の洗い直し、
一般経費の削減等を検討しております。

　　②　従業員の意欲、能力の向上
　　　�　当社グループは、従業員の目標設定、業績等の査定方法を明確化し、従業員の評価の適正化を図ると

ともに、急速な IT技術の進歩にあわせて、この変革のスピードに対応できるような人材を育成してい
く体制を整えることも急務であると考えております。今後はそれらを見据え、従業員一人一人の上昇志
向と能力の向上を図っていくつもりであります。

　　③　環境保全への取り組み
　　　�　当社グループは、20X8 年９月に環境開発本部を開設し、限りある資源の有効利用に取り組むべくリ

サイクル運動を推進し、地球の環境保全に積極的に貢献していくという基本方針を掲げております。
　　　�　その実現に向け当社グループは、既に赤羽工場で認証取得を受けている ISO9002 の定着化を図ると

ともに、環境活動の取り組みを明確化するために ISO14000 の認証取得を受けるべく、20X1 年１月に
役員と各部の部長から選任された ISO対策委員会を設置し、20X3 年末の認証取得に向けて取り組んで
おります。

　　　�　株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後とも相変わらぬご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。
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　⑼　財産及び損益の状況

区　　分 20X7 年度 20X8 年度 20X9 年度 20X0 年度
（当連結会計年度）

売上高 （百万円） 186,569 180,450 194,151 209,683
経常利益 （百万円） 6,764 5,158 4,362 4,395
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 4,035 2,870 3,233 2,079
１株当たり当期純利益 （円） 16.67 11.85 13.30 8.53
純資産 （百万円） 60,281 61,190 63,719 64,009
総資産 （百万円） 173,517 201,251 202,183 200,224

（注）　｢１株当たり当期純利益」は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

　⑽　主要な事業内容
事業 事業内容

制御装置関連事業 サーボモータ、ステッピングモータ、サーボモータ駆動装置の製造販売
電源機器関連事業 通信用電源設備、通信用静止型電源装置、交流無停止電源装置の製造販売
そ の 他 ファンモータ、ギャードモータ、保守及び修理等

　⑾　主要な営業所及び工場
　　①　当社

名　　　称 所　在　地
本社 東京都千代田区東千代田五丁目３番 15 号
本社別館 東京都千代田区東千代田五丁目３番 15 号
大阪支店 大阪府大阪市中央区
名古屋営業所 愛知県名古屋市千種区
札幌営業所 北海道札幌市中央区
福岡営業所 福岡県福岡市中央区
アメリカ営業所 California, U.S.A.
中国営業所 Beijing, China 
赤羽工場 東京都北区
船橋工場 千葉県船橋市
大阪工場 大阪府大阪市中央区

②　子会社
名　　　称 所　在　地

ABCD株式会社 東京都中央区

　⑿　従業員の状況
従　業　員　数 前連結会計年度末比増減
5,325 名 151 名減

（注�）従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ
の出向者を含む就業人員数であります。

４－２－１ ４－２－１

　⒀　重要な親会社及び子会社の状況
　　①　親会社との関係
　　　　該当事項はありません。
　　②　重要な子会社の状況

会　　社　　名 資　本　金 出資比率 主要な事業内容
ABCD株式会社 2,023 百万円 80％ 各種制御装置の製造販売

　⒁主要な借入先及び借入額
借    入    先 借  入  額

株式会社　○○○○銀行 12,000 百万円
株式会社　○○○○銀行 11,000
株式会社　○○○○銀行 10,500
株式会社　○○○○銀行 6,000

　⒂　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　　該当事項はありません。
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4 株式会社の会社役員に関する事項

４－２－４ ４－２－４

４．会社役員に関する事項

　⑴　取締役及び監査役の氏名等
地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 財 検 太 郎 －
代表取締役副社長 壱 岐 栄 子 －
専 務 取 締 役 対 馬 和 江 －
常 務 取 締 役 財 検 次 郎 －
取 締 役 大 蔵 金 守 経理部長
取 締 役 五 島 浩 美 弁護士
常 勤 監 査 役 平 戸 和 彦 －
常 勤 監 査 役 種 子 健 一 －
監 査 役 屋 久 達 也 弁護士
監 査 役 奄 美 武 雄 公認会計士

（注）１．取締役五島浩美氏は、社外取締役であります。
２．監査役屋久達也及び同奄美武雄の両氏は、社外監査役であります。
３�．監査役奄美武雄氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。

４．当事業年度中における取締役及び監査役の異動
⑴�　20X0 年６月 27 日開催の第 49 期定時株主総会において、取締役五島浩美氏が取締役に新たに選任
され、就任いたしました。

⑵�　20X0 年６月 27 日開催の第 49 期定時株主総会において、監査役奄美武雄、同種子健一の両氏が監
査役に新たに選任され、就任いたしました。

⑶�　20X0年６月27日開催の第49期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により、取締役福岡茂夫、
同種子健一の両氏は取締役を退任いたしました。

⑷�　20X0 年６月 27 日開催の第 49 期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により、監査役宮崎武
氏は監査役を退任いたしました。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　�　当社は業務執行取締役等でない取締役及び監査役との間で、会社法第 427 条第 1 項及び定款の規
定に基づき、同法第 423 条第 1 項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、同法第 425 条第 1項に定める最低責任限度額としております。

⑹　補償契約の内容の概要
　�　代表取締役社長財検太郎氏、監査役平戸和彦氏、種子健一氏は、当社と会社法第 430 条の２第１
項に規定する補償契約を締結しており、同項第１号の費用および同項第２号の損失を法令の定める
範囲内において当社が補償することとしております。

⑺　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　�　当社は会社法第 430 条の３第 1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる○○〇の損害を当該保険契約により塡補することとしております。
当該保険契約の被保険者は取締役及び監査役であります。

　⑵　取締役及び監査役の報酬等
　　①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　　　�　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、その概要は、・・・・・・・・・。

当該決定方針の決定方法は社外取締役を長とするガバナンス委員会に諮問、意見・答申を受け取締役会
にて審議、承認決議し、監査役については監査役会の協議をしております。

　　�　当事業年度の取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
は、・・・・・・・であります。

　　②　取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　　　　当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議は以下のとおりであります。

2xxx 年６月 24 日株主総会決議

取締役の報酬限度額は、年額 12 億円（うち、社外取締役分は年額
50 百万円）であります。取締役の員数は 10 名であります。
監査役の報酬限度額は、月額総額 13 百万円であります。監査役の
員数は 3名であります。

　　③業績連動報酬
　　�　当社の業績連動報酬（賞与）と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針は、・・・・・
　　�・・・・・・・・・・・・・・・・であります。また、当該業績連動報酬に係る指標は営業利益であり、
当該指標を選択した理由は、・・・・・・のためであります。当該業績連動報酬の額の決定方法は以下の
とおりであります。

　　�　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。当事業年度における当該業績連動報酬に
係る指標の目標及び実績は以下のとおりであります。

目標（百万円） 実績（百万円）
営業利益 4,000 4,079

　　④取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（名）

固定報酬 業績連動報酬（賞与） 退職慰労金
取締役
（うち社外取締役）

499
（12）

270
（12） 129 100 ７

監査役
（うち社外監査役）

14
（4）

11
（4） ― 3 ３

　⑶　社外役員に関する事項
　　①　重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
　　　　該当事項はありません。

　　②　主要取引先等特定関係事業者との関係
　　　　監査役奄美武雄氏の三親等以内の親族は、当社に従業員として勤務しております。

　　③　当事業年度における主な活動状況
　　　ａ�．取締役会及び監査役会への出席状況並びに社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行っ

た職務の概要
区　分 氏　　名 主　な　活　動　状　況

社外取締役 五島 浩美 　就任後開催の取締役会 14 回中 12 回に出席し、主に弁護士としての専門的
見地から適宜発言を行っております。（注）

社外監査役 屋久 達也 　取締役会 16 回中 14 回に出席、監査役会 12 回中 10 回に出席し、主に弁護
士としての専門的見地から適宜発言を行っております。

社外監査役 奄美 武雄 　就任後開催の取締役会14回中13回に出席、監査役会10回中9回に出席し、
主に公認会計士としての専門的見地から適宜発言を行っております。

（注�）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要は、ガバナンス委員会の委員長を務
め、客観的な立場で、当社の役員の選任候補や、役員報酬等の決定過程において監督機能を果たしています。

　　　ｂ．当社の不祥事等に関する対応の概要
　　　　　該当事項はありません。

　　④�　当社の親会社又は当社親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　　　　該当事項はありません。

　　⑤　事業報告記載事項に関する意見
　　　　該当事項はありません。
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４－２－４ ４－２－４

（役員報酬等の総額）
　当事業年度に係る取締役・監査役・執行役（監査等委員会設置会社の場
合は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役を分けて）の報酬等の
総額および員数を記載しているか。
　社外取締役および社外監査役に支払った報酬等については、区分して記
載しているか。
　業績連動報酬等の総額、非金銭報酬等の総額およびそれら以外の報酬等
の総額に区分しているか。

（業績連動報酬） 
　取締役の個人別の報酬等のうち、業績連動報酬等がある場合には、当該
業績連動報酬等に係る業績指標の内容およびその実績、当該業績連動報酬
等の額または数の算定方法の決定に関する方針を記載しているか。

（非金銭報酬等） 
　会社役員の報酬等の全部又は一部が非金銭報酬等である場合は非金銭報
酬等の内容を記載しているか。

（報酬等の内容についての決定に関する方針）
　「取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針」を記載
していますか。また、取締役の個人別報酬等を取締役への再一任を行って
いる場合「取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項」を記
載しているか。
　各会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する方針（取
締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針を除く）を定め
ているときは、当該方針の決定の方法及びその方針の内容の概要を記載し
ているか。

（社外役員の兼任状況）
　社外役員が他の法人等の業務執行者であるときは、当該株式会社と当該
他の法人等との関係（重要でないものを除く）について記載しているか。
　社外役員が他の法人等の社外役員その他これに類する者を兼任している
ことが重要な兼職に該当する場合は、会社と当該他の法人等との関係を記
載しているか。

（親族等の事実）
　会社が当該株式会社の親会社等（自然人であるものに限る）、当該株式
会社又は当該株式会社の特定事業者の業務執行者又は役員（兼務執行者で
あるものを除く）の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者であ
ることを会社が知っているときは、その事実（重要でないものを除く）を
記載しているか。

（社外役員の活動状況）
　社外役員の活動状況として、①取締役会（社外監査役の場合には監査役
会も含む）への出席状況、②発言の状況、③社外役員の意見により当該株
式会社の事業の方針又は事業その他の事項に係る決定が変更されたときは
その内容（重要でないものを除く）、④法令又は定款に違反する事実その
他不当な業務の執行（社外監査役である場合には不正な業務執行）が行わ
れた事実（重要でないものを除く）があるときは、各社外役員がその事実
の発生の予防のために行った行為及びその事実の発生後の対応として行っ
た行為の概要について記載しているか。また、社外取締役が果たすことが
期待される役割に関して行った職務の概要を記載しているか。

（責任限定契約）
　会社と会社役員との間で責任限定契約を締結しているときに、当該契約
の内容の概要（当該契約によって当該社外役員の職務の適正性が損なわれ
ないようにするための措置を講じている場合にあってはその内容を含む）
を記載しているか。

（補償契約及び役員等賠償責任保険契約）
　取締役・監査役・執行役と補償契約を締結している場合は、その氏名、
補償契約の内容の概要、補償契約にもとづき費用や損失を補償した場合に
一定の事項を記載しているか。
　保険者と役員等賠償責任保険契約を締結した場合には当該契約の内容の
概要を記載しているか。
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6 会社の体制及び方針 上　級
advanced

６. 会社の体制及び方針

　業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会におい
て決議しております。その概要は以下のとおりであります。
　⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　�　当社は、株主の皆様やお得意様をはじめ、取引先、地域社会、社員等の各ステーク・ホルダーに対する
企業価値向上を経営上の基本方針とし、その実現のため、20 ○年○月には「倫理・コンプライアンス規程」
を制定・施行し、取締役ならびに従業員が法令・定款等を遵守することの徹底を図るとともに、リスク管
理体制の強化にも取組み、・・・・・・・・。

　⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　�　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程およびそれに関する各管理マニュアル
に従い適切に保存および管理の運用を実施し、・・・・・・。

　⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　�　当社は、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、これに従いリスク管理に係る「危機
管理規程」を 20 ○年４月に制定し、代表取締役社長の下にリスク管理体制を構築いたしました。さらに
当社は・・・・・・・・。

　⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　�　事業運営については、経営環境の変化を踏まえ中期経営計画を策定し、その実行計画として各年度予算
を策定し、全社的な目標に基づく具体策を各部門で立案し、実行しております。また、CSR の理念を重
視した経営体制を整備するため、20 ○年○月○日に設置した「CSR室」を 20 ○年○月○日付で監査部と
統合したうえで CSR部とし、人員の拡充を図り、会社法および金融商品取引法上の内部統制システムの
監査を含めたCSR経営推進のための体制を整備しました。また、・・・・・・。

　⑸　使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　�　従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、代表取締役社長のもと、20 ○年○月に取締役会は、「倫理・
コンプライアンス規程」を制定・施行し、○項目の行動規範を定め、それを遵守するとともに、従業員が法令・
定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築するため、「内部通報規程」
を制定・施行いたしました。また、・・・・・・・・・・。

　⑹　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　　　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制として・・・しております。
　⑺　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制として・・・しております。
　⑻　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として・・・しております。
　⑼　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　�　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制とし
て・・・しております。

　⑽　その他当社グループの業務の適正を確保するための体制
　　�　当社グループの業務の適正につきましては、関係会社管理規程に従い管理し、業務執行の状況について、
CSR 部、総務人事部、経理部等の各担当部が当社規程に準じて評価および監査を行っております。

　　　また、・・・・・・・・・・・・・。
　⑾　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　　�　監査役がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合には、当該従業員を配置するものとし、配
置にあたっての具体的な内容（組織、人数、その他）につきましては、監査役会と相談し、その意見を十
分考慮して検討いたします。

　　　なお、・・・・・・・・・・。
　⑿　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　　�　監査役の職務を補助すべき従業員の任命・異動については、監査役会の同意を必要といたします。また、
監査役の職務を補助すべき従業員は、当社の業務執行にかかわる役職を兼務せず監査役の指揮命令下で職
務を遂行し、その評価については監査役の意見を聴取するものといたします。

４－２－６ ４－２－６

　⒀　監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　　　監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項として・・・しております。
　⒁　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
　　�　取締役および従業員は、監査役の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告および情報
提供を行っております。なお、・・・・・・・・・・・。

　⒂�　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの
者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

　　�　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの
者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制として・・・しております。

　⒃　その他の監査役への報告に関する体制
　　　その他に、監査役への報告に関する体制として・・・しております。
　⒄�　⒁から⒃の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保する
ための体制

　　�　⒄から⒃の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保する
ために・・・しております。

　⒅�　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の執行について生じる費用
又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　�　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の執行について生じる費用
又は債務の処理に係る方針として・・・しております。

　⒆　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　取締役は、法令に基づく事項のほか、監査役が求める事項を適宜、監査役へ報告することとしております。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・。

７．株式会社の支配に関する基本方針
　⑴　基本方針の内容の概要
　　　当社取締役会は、上場会社として・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
　⑵　基本方針実現のための取組みの概要
　　①�　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する

特別な取組み
　　　　当社は、会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みとして、・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
　　②�　会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み
　　　�　当社は、20 ○年○月○日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為への対応方針｣（以下 ｢

本対応方針」といいます｡）の導入を決議いたしました。
　　　　本対応方針は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
　⑶　具体的取組みに対する当社取締役の判断及びその理由
　　�　⑵①に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の
実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させるための具体的方策であり、
当社の基本方針に沿うものです。

　　�　また、⑵②に記載した本対応方針も、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入
されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組
織として独立委員会を設置し、対抗措置の発動・不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問するこ
ととなっていること、独立委員会は当社の費用で独立した第三者である専門家等を利用することができる
とされていること、本対応方針の有効期間は○年であり、その継続については当社株主の皆様のご承認を
いただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされている点に
おいて、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的と
するものではありません。
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1 連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表

（20X1 年３月 31 日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科    目 金　額 科    目 金　額
（資  産  の  部） （負  債  の  部）

流  動  資  産 97,350 流  動  負  債 82,625
現 金 及 び 預 金 26,497 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 47,106
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 61,530 短 期 借 入 金 21,200
有 価 証 券 1,050 １年内返済予定の長期借入金 2,000
商 品 及 び 製 品 3,523 １年内償還予定の社債 5,000
仕 掛 品 3,590 リ ー ス 債 務 1,053
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,095 未 払 法 人 税 等 925
そ の 他 611 契 約 負 債 1,000
貸 倒 引 当 金 △ 546 賞 与 引 当 金 2,892

固  定  資  産 102,874 役 員 賞 与 引 当 金 120
　有  形  固  定  資  産 69,187 設 備 関 係 支 払 手 形 1,042
建 物 及 び 構 築 物 40,061 そ の 他 287
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 53,077 固  定  負  債 53,590
土 地 9,993 社 債 9,500
リ ー ス 資 産 5,129 新 株 予 約 権 付 社 債 158
建 設 仮 勘 定 2,800 長 期 借 入 金 27,468
そ の 他 13,768 長 期 未 払 金 1,310
減 価 償 却 累 計 額 △ 55,641 リ ー ス 債 務 1,123

　無  形  固  定  資  産 124 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 777
そ の 他 124 退 職 給 付 に 係 る 負 債 12,266

　投 資 そ の 他 の 資 産 33,563 資 産 除 去 債 務 988
投 資 有 価 証 券 24,825 負  債  合  計 136,215
長 期 貸 付 金 815 （純  資  産  の  部）
長 期 前 払 費 用 93 株　主　資　本 64,291
繰 延 税 金 資 産 5,779 資 本 金 17,037
そ の 他 2,292 資 本 剰 余 金 17,453
貸 倒 引 当 金 △ 241 利 益 剰 余 金 29,821

自 己 株 式 △ 21
その他の包括利益累計額 △1,391
　その他有価証券評価差額金 △ 347
　退職給付に係る調整累計額 △ 1,044
新  株  予  約  権 35
非 支 配 株 主 持 分 1,074

純  資  産  合  計 64,009
資  産  合  計 200,224 負債及び純資産合計 200,224

 （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

４－３－１ ４－３－１

（配列方法）
　資産と負債の記載順序は、流動性配列法（流動性の高い項目から並べて
記載する方法）になっているか。

（金額単位）
　単位は円又は千円又は百万円に統一されているか。また、その他の計
算書類等（連結注記表、個別計算書類等）と単位が一致しているか。

（流動資産−範囲）
　流動資産の各項目は計規 74 条に従っているか。

（流動資産−集約・区分表示）
　流動資産の各勘定の集約又は区分表示は適切か。

（流動資産−引当金の表示）
　引当金の表示方法は適切か。

（固定資産−範囲）
　固定資産の各項目は計規 74 条に従っているか。

（固定資産−集約・区分表示）
　固定資産の各勘定の集約又は区分表示は適切か。

（固定資産（有形）−減価償却累計額、減損損失累計額の取扱い）
　減価償却累計額、減損損失累計額の表示方法は適切か。

（固定資産−引当金の表示）
　引当金の表示方法は適切か。

（固定資産（無形）−減価償却累計額、減損損失累計額の取扱い）
　減価償却累計額、減損損失累計額は直接控除してあるか。

（固定資産−繰延税金資産の表示）
　繰延税金資産の表示は、繰延税金負債相殺後の金額になっているか（た
だし、異なる納税主体に係る繰延税金資産・負債は相殺しない）。
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４ 連結注記表

連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
　　　　すべての子会社を連結しております。
　　　　連結子会社の数  １社
　　　　連結子会社の名称  ABCD㈱

２．持分法の適用に関する事項
　⑴　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称
　　　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数  １社
　　　主要な会社等の名称
　　　　関連会社  EFGH㈱

　⑵　持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称等
　　　主要な会社等の名称
　　　　関連会社  PQR㈱、STU㈱
　　　持分法を適用しない理由
　　　�　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
　⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　ａ　満期保有目的の債券
　　　　　償却原価法（利息法）
　　　ｂ　その他有価証券
　　　　　市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　時価法
　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　　　市場価格のない株式等
　　　　　　移動平均法による原価法

　　②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　通常の販売目的で保有する棚卸資産
　　　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　　　ａ　商品・原材料・貯蔵品
　　　　　移動平均法
　　　ｂ　製品・仕掛品
　　　　　総平均法

４－３－４ ４－３－４

　⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　①　有形固定資産
　　　ａ　リース資産以外の有形固定資産
　　　　　定率法を採用しております。
　　　　�　ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに 2016 年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10 ～ 40 年
機械装置及び運搬具 5～ 10 年

　　ｂ　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　②　無形固定資産
　　　　定額法を採用しております。
　　　�　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

　⑶　重要な引当金の計上基準
　　①　貸倒引当金
　　　�　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　②　賞与引当金
　　　�　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

　　③　役員賞与引当金
　　　�　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計

上しております。

　　④　役員退職慰労引当金
　　　�　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

　⑷　収益及び費用の計上基準
　　�　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　　①　制御装置関連事業
　　　�　制御装置関連事業においては、主に制御用回転機及び制御装置の製造及び販売をしております。この

ような製品の販売については、顧客に製品を引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識して
おります。

　　②　電源機器事業
　　　�　電源機器事業においては、主に通信設備用の電源（移動体通信網の小規模基地用）・交流無停止電源

装置・大型無停電電源装置（情報通信ネットワーク用）・通信用静止型電源装置・汎用無停電電源装置（コ
ンピュータ用）・モータ制御用インバータ・スイッチング電源・直流電源装置・交流電源装置・ガソリ
ン及びディーゼル機関発電装置・汎用小型UPS・各種電源装置等の製造及び販売をしております。こ
のような製品の販売については、顧客に製品を引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識し
ております。

　　③　その他事業
　　　�　その他事業においては、冷却機器・環境機器の製造及び販売、保守、修理をしております。このよう

な製品については、顧客の指定する場所に製品の据付を完了した時点で収益を認識しております。
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１ 貸借対照表

４－４－１ ４－４－１

貸 借 対 照 表

（20X1 年３月 31 日現在）
（単位：百万円）

科    目 金　額 科    目 金　額
（資  産  の  部） （負  債  の  部）

流  動  資  産 76,360 流  動  負  債 69,092
現 金 及 び 預 金 23,875 支 払 手 形 8,785
受 取 手 形 10,653 買 掛 金 30,050
売 掛 金 34,196 短 期 借 入 金 17,019
有 価 証 券 1,050 １年内返済予定の長期借入金 2,000
商 品 及 び 製 品 2,862 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 5,000
仕 掛 品 2,856 リ ー ス 債 務 1,053
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 875 未 払 金 872
前 払 費 用 237 未 払 費 用 218
そ の 他 223 未 払 法 人 税 等 755
貸 倒 引 当 金 △ 467 未 払 消 費 税 等 175

契 約 負 債 30
固  定  資  産 98,238 賞 与 引 当 金 2,350
　有  形  固  定  資  産 63,211 役 員 賞 与 引 当 金 95
建 物 34,318 設 備 関 係 支 払 手 形 682
構 築 物 2,362 そ の 他 8
機 械 及 び 装 置 49,838 固  定  負  債 50,016
車 両 運 搬 具 239 社 債 9,500
工 具、 器 具 及 び 備 品 12,148 新 株 予 約 権 付 社 債 158
土 地 8,754 長 期 借 入 金 27,468
リ ー ス 資 産 4,610 長 期 未 払 金 1,310
建 設 仮 勘 定 2,800 リ ー ス 債 務 1,123
減 価 償 却 累 計 額 △ 51,858 退 職 給 付 引 当 金 8,983

　無  形  固  定  資  産 124 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 644
ソ フ ト ウ エ ア 124 資 産 除 去 債 務 830

　投 資 そ の 他 の 資 産 34,903 負  債  合  計 119,108
投 資 有 価 証 券 23,621 （純  資  産  の  部）
関 係 会 社 株 式 4,221 株  主  資  本 55,777
長 期 貸 付 金 812 　資　　　本　　　金 17,037
長 期 前 払 費 用 87 　資　本　剰　余　金 17,453
繰 延 税 金 資 産 4,722 資 本 準 備 金 16,970
そ の 他 1,661 そ の 他 資 本 剰 余 金 483
貸 倒 引 当 金 △ 221 　利　益　剰　余　金 21,307

利 益 準 備 金 2,195
そ の 他 利 益 剰 余 金 18,803
特 別 償 却 準 備 金 217
別 途 積 立 金 12,520
繰 越 利 益 剰 余 金 6,375

自 己 株 式 △ 21
評 価・換 算 差 額 等 △ 322
　　その他有価証券評価差額金 △ 322
新　株　予　約　権 35

純  資  産  合  計 55,490
資  産  合  計 174,598 負債及び純資産合計 174,598

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（配列方法）
　資産と負債の記載順序は、流動性配列法（流動性の高い項目から並べて
記載する方法）になっているか。

（金額単位）
　単位は円又は千円又は百万円に統一されているか。また、その他の計
算書類等（連結注記表、個別計算書類等）と単位が一致しているか。

（流動資産−範囲）
　流動資産の各項目は計規 74 条に従っているか。

（流動資産−集約・区分表示）
　流動資産の各勘定の集約又は区分表示は適切か。

（流動資産−引当金の表示）
　引当金の表示方法は適切か。

（固定資産−範囲）
　固定資産の各項目は計規 74 条に従っているか。

（固定資産−集約・区分表示）
　固定資産の各勘定の集約又は区分表示は適切か。

（固定資産（有形）−減価償却累計額、減損損失累計額の取扱い）
　減価償却累計額、減損損失累計額の表示方法は適切か。

（固定資産−引当金の表示）
　引当金の表示方法は適切か。

（固定資産（無形）−減価償却累計額、減損損失累計額の取扱い）
　減価償却累計額、減損損失累計額は直接控除してあるか。

（固定資産−繰延税金資産の表示）
　繰延税金資産の表示は、繰延税金負債相殺後の金額になっているか。

（繰延資産−範囲）
　繰延資産の各項目は計規 74 条に従っているか。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（重要な非資金取引の内容を記載する場合）

○　重要な非資金取引の内容
　（○）新株予約権の行使

前連結会計年度
（自　20X9年４月１日
　至　20X0年３月31日）

当連結会計年度
（自　20X0年４月１日
　至　20X1年３月31日）

新株予約権の行使による資本金増加額 ○○百万円 ○○百万円
新株予約権の行使による資本準備金増加額 ○○　〃　 ○○　〃　
新株予約権の行使による新株予約権付社債
減少額

○○百万円 ○○百万円

　（○）ファイナンス・リース取引にかかる資産および債務の額は、以下のとおりであります。
前連結会計年度

（自　20X9年４月１日
　至　20X0年３月31日）

当連結会計年度
（自　20X0年４月１日
　至　20X1年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び
債務の額 ○○百万円 ○○百万円

　（○）重要な資産除去債務の計上額は、以下のとおりであります。　　
前連結会計年度

（自　20X9年４月１日
　至　20X0年３月31日）

当連結会計年度
（自　20X0年４月１日
　至　20X1年３月31日）

重要な資産除去債務の計上額 ○○百万円 ○○百万円

8

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　⑴　通貨関連
　　　前連結会計年度（20X0 年３月 31 日）
　　　　（省略）

　　　当連結会計年度（20X1 年３月 31 日）
                       　　　　  （単位：百万円）

種類 契約額等 契約額等のうち１年超 時価 評価損益
為替予約取引
　売建
　　米ドル ○○○ ― ○○○ ○○○
　買建
　　米ドル ○○○ ○○ ○○○ △○○

合計 ○○○ ○○ ○○○ ○○○
（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　⑵　金利関連
　　　前連結会計年度（20X0 年３月 31 日）
　　　　（省略）

　　　当連結会計年度（20X1 年３月 31 日）
 　   　　      （単位：百万円）

種類 契約額等 契約額等のうち１年超 時価 評価損益
金利スワップ取引
受取固定・支払変動 ○○○ ○○○ ○○○ ○○

合計 ○○○ ○○○ ○○○ ○○
（注） 時価の算定方法　取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　⑴　通貨関連
　　　前連結会計年度（20X0 年３月 31 日）
　　　　（省略）

　　　当連結会計年度（20X1 年３月 31 日）
                      　　　　　　  （単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち１年超 時価

為替予約等の振当処理

為替予約取引
　売建
　　米ドル 売掛金 ○○○ ― ○○○
　買建
　　米ドル 買掛金 ○○○ ○○ ○○○
合計 ○○○ ○○ ○○○

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（ストック・オプション等関係）

（今期新たにストック・オプションを付与した場合）

１．費用計上額及び科目名

前連結会計年度 当連結会計年度
売上原価 － ○○○百万円
販売費及び一般管理費の株式報酬費用 － ○○○百万円

　
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
　⑴　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社
決議年月日 20X0 年 6 月 20 日
付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役５当社勤続 10 年以上の管理職 25
株式の種類及び付与数（株） 普通株式  1,000,000
付与日 20X0 年 10 月 1 日
権利確定条件 付与日（20X0 年 10 月 1 日）から権利確定日（20X3 年 11 月 30 日）

まで継続して勤務していること及び○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

対象勤務期間 20X0 年 12 月 1 日～ 20X3 年 11 月 30 日
権利行使期間 20X3 年 12 月 1 日～ 20X7 年 11 月 30 日

　⑵　ストック・オプションの規模及びその変動状況
　　①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社
決議年月日 20X0 年 6 月 20 日
権利確定前
　期首（株） －
　付与（株） 1,000,000
　失効（株） －
　権利確定（株） －
　未確定残（株） 1,000,000
権利確定後
　期首（株） －
　権利確定（株） －
　権利行使（株） －
　失効（株） －
　未行使残（株） －

　　②単価情報
会社名 提出会社

決議年月日 20X0 年 6 月 20 日
権利行使価格（円） 600
行使時平均株価（円） －
付与日における公正な評価単価（円） 100

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
　⑴　使用した算定技法
　　　ブラック・ショールズ式
　⑵　使用した主な基礎数値及びその見積方法
　　①　株価変動性        20.0％
　　　　過去５年間の株価実績に基づき算定
　　②　予想残存期間      ４年
　　　�　十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ

れるものと推定して見積もっている。
　　③　予想配当             6 円／株
　　　　20 ○年○月期の配当実績による
　　④　無リスク利子率    1.50％
　　　　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回り

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用している。

（「取締役の報酬等として株式を無償交付する取引に関する取扱い」の対象となる取引を行っている場合）
１．譲渡制限付株式報酬（事前交付型）の内容、規模及びその変動状況
　⑴　費用計上額及び科目名

前連結会計年度 当連結会計年度
一般管理費の報酬費用 XX百万円 XX百万円

　⑵　事前交付型の内容
20X0 年事前交付型

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役３名
株式の種類別のストック・オプションの数 普通株式　1000,000 株
付与日 20X0 年６月 30 日

権利確定条件 付与日（20X0 年６月 30 日）以降、権利確定日（20
○年６月 30 日）まで継続して勤務していること

対象勤務期間 20X0 年６月 30 日～ 20X2 年６月 30 日

　⑶　事前交付型の規模及びその変動状況
　　�　当連結会計年度 (20X1 年３月期 ) において権利未確定株式数が存在した事前交付型を対象として記載し
ております。

　　①株式数
前連結会計年度末 XX,XXX
付与 XX,XXX
没収 X,XXX
権利確定 XX,XXX
未確定残 XX,XXX

　　②単価情報
付与日における公正な評価単価（円） 100

３．公正な評価単価の見積方法
　　当連結会計年度において付与された○年事前交付型は・・・・・・・・であります。

４．権利確定株式数の見積方法
　�　事前交付型は、基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映さ
せる方法を採用しております。
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（取得による企業結合が行われた場合）

取得による企業結合
１．企業結合の概要
　⑴　被取得企業の名称及び事業の内容
　　　被取得企業の名称　　　Ａ㈱
　　　事業の内容　　　　　　○○○事業
　⑵　企業結合を行った主な理由
　　�　○○○事業の規模の拡大と間接業務の一体的運用による効率化を図り、○○○事業の競争力を高めるた
めであります。

　⑶　企業結合日
　　　20X1 年１月１日
　⑷　企業結合の法的形式
　　　株式交換
　⑸　結合後企業の名称
　　　○○○㈱ 
　⑹　取得した議決権比率
　　　○○ . ○％
　⑺　取得企業を決定するに至った根拠
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
　　20X1 年１月１日から 20X1 年３月 31 日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　株式交換直前に保有していたＡ㈱の企業結合日における時価　　○○○百万円
　　　企業結合日に交付した○○○㈱の普通株式の時価      　　　　○○○　〃　
              取得原価                   　　　　　                  　　　　　○○○百万円

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数
　⑴　株式の種類別の交換比率
　　　○○○㈱の普通株式１株：Ａ㈱の普通株式２株
　⑵　交換比率の算定方法
　　�　複数のフィナンシャル・アドバイザーに株式交換比率の算定を依頼し、提出された報告書に基づき当事
者間で協議の上、算定しております。

　⑶　交付株式数
　　　○○○ , ○○○株

５．主要な所得関連費用の内容及び金額
　　××××に対する報酬・手数料等　　　XX百万円

６．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
　　○○百万円

７．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間
　⑴　のれんの金額            ○○百万円
　⑵　発生原因
　　�　主としてＡ㈱が○○○事業を展開する地域における間接業務の効率化によって期待される超過収益力で
あります。

　⑶　償却の方法及び償却期間
　　　５年間にわたる均等償却

８．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 ○○○百万円
固定資産 ○○○  〃　
資産合計 ○○○百万円
流動負債 ○○○百万円
固定負債 ○○○  〃  
負債合計 ○○○百万円

９�．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及
ぼす影響の概算額及びその算定方法
売上高 ○○○ 百万円
営業利益 ○○○ 〃
経常利益 ○○○ 〃
税金等調整前当期純利益 ○○○ 〃
親会社株主に帰属する当期純利益 ○○○ 〃
１株当たり当期純利益 ○○ . ○○ 円

　　　（概算額の算定方法）
　　　�　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
　　　　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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監　修
宝印刷株式会社
　上場企業のディスクロージャー関連書類・EDINETデータ作成および IR 活動に関するサポート事業大手。
　上場予定会社の上場準備から既上場会社の継続開示サポートまで金融商品取引法、XBRL、会社法、IR、投
資信託、REIT 等ディスクロージャー分野広範にわたるサービスを展開している。
　有価証券報告書・招集通知記載事例集の作成、各種セミナーの企画、株主総会支援等コンサルティング業務
やXBRLデータ変換ツールの開発等、各種 ITツールの開発にも注力している。
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